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■単体決算
主要な単体経営指標の推移

回　次
単位

第110期 第111期 第112期 第113期 第114期

決算年月 2015年3月 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月

経常収益 百万円 40,723 37,973 40,106 44,704 34,385
経常利益 百万円 12,312 10,543 10,496 15,197 6,498
当期純利益 百万円 12,459 8,107 8,357 11,075 5,393

資本金
（発行済株式総数）

百万円
（千株）

38,653
普通株式� （371,802）
第一種優先株式� （－）
第二種優先株式�（175,000）

38,653
普通株式� （371,802）
第一種優先株式� （－）
第二種優先株式�（175,000）

38,653
普通株式� （371,802）
第一種優先株式� （－）
第二種優先株式�（175,000）

38,653
普通株式� （37,180）
第一種優先株式� （－）
第二種優先株式� （17,500）

38,653
普通株式� （37,180）
第一種優先株式� （－）
第二種優先株式� （7,500）

純資産額 百万円 136,257 146,050 149,161 153,554 134,045
総資産額 百万円 2,058,026 2,163,311 2,248,924 2,327,346 2,297,351
預金残高 百万円 1,825,808 1,864,339 1,918,415 1,952,808 1,960,209
貸出金残高 百万円 1,330,665 1,355,840 1,385,955 1,410,705 1,436,530
有価証券残高 百万円 552,829 602,034 595,029 589,976 636,839
1株当たり純資産額 円 273.42 299.81 307.86 3,195.04 3,212.59

1株当たり配当額
（内1株当たり中間配当額）

円
（円）

普通株式
2（－）

第一種優先株式
－（－）

第二種優先株式
2.940（－）

普通株式
2（－）

第一種優先株式
－（－）

第二種優先株式
2.868（－）

普通株式
3（－）

第一種優先株式
－（－）

第二種優先株式
2.668（－）

普通株式
30（－）

第一種優先株式
－（－）

第二種優先株式
25.560（－）

普通株式
40（－）

第一種優先株式
－（－）

第二種優先株式
25.720（－）

1株当たり当期純利益金額 円 33.69 20.66 21.41 288.18 140.92
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 円 17.17 11.62 11.11 168.85 102.29
単体自己資本比率
（国内基準） ％ 10.76 10.92 10.92 11.58 9.60

株価収益率 倍 2.93 4.21 5.51 4.86 5.05
配当性向 ％ 5.93 9.68 14.01 10.41 28.38
従業員数
（外、平均臨時従業員数）

人
（人）

1,417
（518）

1,467
（516）

1,494
（488）

1,518
（481）

1,469
（467）

（注）1．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2．第112期（2017年3月）の1株当たり配当額のうち1円は創立100年記念配当であります。
3．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部の合計で除して算出しております。
4．‌‌単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、
2014年3月からは、バーゼルⅢを踏まえた新基準に基づき算出しております。

○公的資金の返済について
2018年5月11日に公的資金に係る第二種優先株式17,500千株のうち10,000千株を自己株式として取得後、消却し、公的資金350億円のうち200億円を返済し
ております。

　投資信託は、288億円の販売を行い、
生命保険は117億円、公共債は2億円
の販売・募集を行いました。
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●預かり資産残高推移 
■生命保険■投資信託 ■公共債 
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（単位：億円） 
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預金 預かり資産　預金は、前年度末比74億円増加の 
1兆9,602億円となりました。

（単位：億円） 

●預金残高推移 
22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

■ 総預金 ■ 個人預金 

2017年
3月末

2017年
9月末

2018年
3月末

2018年
9月末

2019年
3月末

19,856

15,318

19,602

15,281

19,184

15,179

19,629

15,325

19,528

15,309
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連結会計年度 単位 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
決算年月 2015年3月 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月

連結経常収益 百万円 43,622 41,132 43,555 48,305 37,284
連結経常利益 百万円 12,313 10,690 10,754 15,513 5,921
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 12,440 8,158 8,553 11,309 4,797
連結包括利益 百万円 19,154 11,130 5,022 6,716 3,633
連結純資産額 百万円 137,597 147,532 151,372 156,566 135,959
連結総資産額 百万円 2,060,418 2,166,077 2,252,199 2,331,360 2,303,026
1株当たり純資産額 円 276.42 303.08 312.91 3,265.77 3,253.14
1株当たり当期純利益金額 円 33.64 20.80 21.94 294.53 124.78
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額 円 17.15 11.69 11.37 172.42 90.99

連結自己資本比率
（国内基準） ％ 10.86 11.01 11.05 11.77 9.69

（注）1．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。
3．‌‌連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、
2013年度からは、バーゼルⅢを踏まえた新基準に基づき算出しております。

■連結決算
主要な連結経営指標の推移

事業の概況

キャッシュ・フロー

　経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金の減
少などによる資金運用収益の減少や、国債等債券売却
益等の減少によるその他業務収益の減少などから、前
年度比110億21百万円減少の372億84百万円とな
りました。
　経常費用は、預金利息の減少などによる資金調達費

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につい
て、営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の
増加などにより△314億15百万円となり、前年度比
805億34百万円減少しました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の

用の減少や、営業経費の減少などから、前年度比14
億29百万円減少の313億62百万円となりました。
　この結果、当連結会計年度の経常利益は59億21
百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は
47億97百万円となりました。

取得による支出などにより△548億68百万円となり、
前年度比529億32百万円減少しました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の
取得による支出などにより、△242億99百万円とな
り前年度比227億20百万円減少しました。

貸出金 収益面

自己資本比率

　貸出金は、前年度末比258億円増加
の1兆4,365億円となりました。

　コア業務純益は、75億円を計上し、
経常利益は64億円、当期純利益は53
億円となりました。

　自己資本比率は、前年度末比1.98
ポイント低下の9.60％となりました。

●貸出金残高推移 
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●利益の推移
■コア業務純益 ■ 経常利益 ■当期純利益 （単位：億円） 
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（単位：％） 

●自己資本比率 ■自己資本 自己資本比率
（単位：億円） 

2017年
3月末

2017年
9月末

2018年
3月末

2018年
9月末

1,296
1,197 1,196

1,296 1,352 1,389

2019年
3月末

9.75 9.60

10.92 11.33 11.58

不良債権 　金融再生法ベースの不良債権比率は、
前年度末比0.5ポイント改善し2.32％
となりました。
　地域金融機関として、お客様の実態
把握に努め、経営改善に向けた支援体
制の強化と信用リスク管理に努めてお
ります。

※‌‌金融再生法開示債権比率は、総与信に対する金融再生法開示債権の比率です。

（単位：％） 

●金融再生法開示債権残高及び比率の推移 
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■ 要管理債権 ■ 危険債権 ■ 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
金融再生法開示債権比率 （単位：億円） 

2017年
3月末

2017年
9月末

2018年
3月末

2018年
9月末

2019年
3月末
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3.53 3.28
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